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要　約

本稿の目的は、青森県の労働市場の現状を有効求人倍率と失業率の決定因数を分析す

ることを通して、有効な地域の雇用政策を考える上で、指標となるものを提示するこ

とにある。分析を通して、青森県では年齢階級別に失業の決定因数が大きく異なって

いることが分かった。若年層においては、労働需要の不足によるものより、求職側と

求人側のミスマッチによるものが大きく、その多くは職種や雇用形態のミスマッチに

よるものである。また、中高年層においては、絶対的な労働需要の不足が雇用状況を

悪化させていることが明らかになった。さらに、雇用の変動幅が大きく、その間隔が

短いことが青森県の特徴として挙げられる。

１．はじめに

　バブル崩壊から現在までの間、日本の雇用情勢は悪化の一途をたどっており、失業率は一貫して

上昇傾向にある。８０年代までは２～３％で推移してきた失業率が、ここ数年５％以上にはねあが

り、２００３年時点で、完全失業者数は３３０万人、そして失業率は５.２％まで上昇した。（総務省統計局

『労働力調査』）。この失業率の高止まりの状況の中で、より一層その厳しさが増しているのが地域

の雇用情勢である。

　１９９０年以降の就業者数の推移を都道府県別にみると、東京・神奈川・千葉・埼玉といった首都圏

でも就業者は減っている。だが、全国平均のマイナス３.５％に比べれば、この地域の減少率は１％以

下と小さい。これに対し、北海道や東北、そして近畿以西、沖縄に到るまでは５％以上の減少を記

録した県も珍しくなく、全国平均をはるかに上回っている。その中でも、全国最悪とも言えるのが
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青森県の雇用情勢である。

　図１は、全国と青森県の有効求人倍率と完全失業率の時系列推移を示している。有効求人倍率

は、厚生労働省の『職業安定業務統計』と青森労働局の『職業安定業務統計』に基づいて、１９８０年

から２００２年までの各年１０月の数値を用いて推移を描いたものである。また、完全失業率は総務省統

計局の『国勢調査』に基づくものである。過去の有効求人倍率をみると、１９８５年まで青森県では

０.１台で推移していたが、１９９０年代に入り０.６まで上昇した。また、全国水準との格差も、８０年代前

半に比べ、少しその格差が縮小しているのが分かる。しかし、バブル崩壊とともに、その水準は低

下し、１９９８年には０.３８まで落ち込んだ。その後２０００年には０.５３まで回復したものの、２００２年には

０.３７と低下している。全国水準と比較すると８０年代に比べて、９０年代の前半では全国の有効求人倍

率の低下と同時にその格差は一旦縮小されたが、２０００年以降再び拡大傾向にある。２００２年の青森県

の有効求人倍率の水準は全国で一番低い数値となっている１。

　次に青森県の完全失業率の推移をみると、１９８０年には全国の水準が２.５％だったのに対し、３.３％

とかなり高い水準である。８５年には青森県の完全失業率はすでに５.０％まで上昇し、全国最悪の水

準を示している。その後、９０年には一旦４.０％台まで低下するものの、バブル崩壊に伴って、その水

準は上昇し、２０００年には５.４％まで達している。全国水準が４.７％に対し、かなり高い水準を示して

いる。この水準は沖縄県の７.９％に続いて、全国ワースト２の数値となっている２。
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資料：厚生労働省・青森労働局『職業安定業務統計』、総務省統計局『国勢調査』

１ 青森労働局の資料では、２００２年以降にも青森県の有効求人倍率は０.２台で、全国最下位で推移し続けている

としている。
２ 本稿においては、年齢階級別失業率の構造を分析するために、総務省統計局の『国勢調査』を用いている。

最近の完全失業率の推移は、総務省統計局の『労働力調査』によると２００３年の青森県の水準が７.０％で、沖縄

県（７.８％）、大阪府（７.６％）に続いて、全国ワースト３の水準である。

図１　有効求人倍率と完全失業率の推移（全国と青森県）
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　そこで本稿では、青森県の雇用情勢が悪化した背景を分析し、雇用情勢を改善するためにどのよ

うな政策が考えられるかを模索する上で、重要な指標を示すことを目標とする。このような取り組

みは中村（２００３）で指摘しているように、今後の地域の雇用問題を解決していく上で欠かすことの

できないものである。中村（２００３）では、地域の雇用問題は従来の外部依存型の発展戦略から、地

域の中において、企業、住民、行政が連携して、自ら参加し、自分自身の問題として、雇用問題を

取り組まなければならないと指摘している。ただし、青森県においては、いまだそのような取り組

みの基礎となる、雇用情勢の現状把握も十分でない状況である。そのような意味においても、本研

究は地域の雇用問題を考えていく上で、重要な意義を持っている３。

　青森県の近年の雇用情勢の悪化は、主にマクロ的な需要不足に起因するものである。しかし、年

齢階級別の失業構造においては、需要不足に起因するものだけでなく、構造的ミスマッチによるも

のも少なくない。また、年齢階層別に失業決定因数が大きく異なっており、雇用情勢の改善のため

には、年齢階級別雇用情勢を踏まえて、あらゆる政策を用いることが必要であろう。

　本稿の構成は以下の通りである。第２節においては、最近の雇用情勢の悪化が、どのような要因

によってもたらされたのかを、①有効求人倍率の決定因数分析と、②年齢階級別失業の構造分析、

③失業率の決定因数分析の三つの観点から分析する。失業率の決定因数の分析では、急上昇してい

る失業率のうちで構造的な失業率がどの程度で、マクロ的な需要不足による失業率がどの程度であ

るのかについて、労働市場の不完全性を前提とする「サーチアプローチ」を用いて分析する。最後

の第３節では、今後の雇用・失業対策にとってのポイントを整理し、本稿を閉じる。

２．雇用情勢の悪化の背景

２－１　有効求人倍率の決定因数分析

　青森県の雇用失業情勢は、前節で述べたように有効求人倍率が全国最低の水準であり、その低さ

が青森県の特徴とされている。有効求人倍率は、有効求人数に対する有効求職者数の比率である。

故に、有効求人倍率の水準を決定する因数は、有効求人数と有効求職者数そのものである。図２は

厚生労働省と青森労働局の『職業安定業務統計』の各年１０月の数値を用いて、有効求人数と有効求

職者数の推移を示したものである。全国水準との比較を容易にするために、１９８０年の全国と青森県

の有効求人数・有効求職者数を１とし、その増減率の推移を図示した。

　まず、有効求人数の増減率に注目すると、青森県の有効求人数は１９８０年代の前半から後半にかけ

３ その他に、地域の雇用問題に関する研究には、中村（１９９３）、樋口・小野（２００１）、樋口（２００３）や樋口ほか

（２００３）などがある。また、東北の雇用問題に関しては田口（２００２）がある。ただし、青森県は東北の中に

おいても、他の５県とは性質が大きく異なっており、青森県独自の研究が必要だと思われる。



ては、穏やかな上昇傾向にあったが、８０年代後半から１９９０年にかけて急激に上昇に、９０年には基準

年である８０年の水準の５倍以上に達している。それに対し、全国の有効求人数の推移は、景気変動

の影響が少なく、非常に安定的に推移している。１９９０年以降も、全国の水準が安定的に推移してい

るのに対し、青森県の有効求人数は短期間に上昇と下落を繰り返しており、またその変動幅が大き

いことが見受けられる。

　一方、図２において破線で示されている有効求職者数の推移を見ると、９１年を谷として、青森県

の有効求職者数は継続して上昇しているのが分かる。基準年である８０年と比較すると全国水準が

１.８倍上昇したのに対し、青森県では２.０倍と有効求職者数の上昇幅も全国水準を上回っている。

　青森県の有効求人倍率を抑えている理由に関して、労働政策研究・研修機構（２００４）「雇用失業情

勢の都道府県間格差に関する研究」では、①農業や建設業の就業者割合が高く、公共事業の減少等

が建設業からの求人を減少させ、求人全体に影響を及ぼしていること、②製造業比重が低く、中小・

零細企業の比重が高いこと、③「常用」「パート」以外の「臨時・季節」求職者の割合が高く、同一

求職者が短期間に何度も求職票を出し、その結果、全体の有効求職者が多くなることなどが原因で

あると述べている４。

　次に、青森県の有効求人数と有効求職者数の年齢階級別特徴に注目する。まず、２０～３４歳までの

若年層の有効求人数と有効求職者数の特徴を見てみる。若年層の有効求人数は、８０年代の後半にか

けて急上昇し、１９９０年には８０年の４.５倍までに達する。しかし、９３年には９０年の０.６倍に急減し、そ

の後は２～３年を周期に増減を繰り返している。その変動の多くは、パートタイマ労働者であり、

常用労働者の求人は比較的安定しているといえる。その一方、若年有効求職者数は、９０年を谷とし
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資料：厚生労働省『職業安定業務統計』、青森労働局『職業安定業務統計』

４ 詳細に関しては、労働政策研究・研修機構（２００４）「労働政策研究報告書　No.９― 雇用失業情勢の都道府県

間格差に関する研究」を参照されたい。

図２　有効求人数・有効求職者数増減率（青森・全国）
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て継続して上昇している。その背景には、青森県の産業構造が第３次産業の比重が高いことや中

小・零細企業のウェイトが高いこと、また求人の５割がパートタイマに対するもので、常用雇用者

に対する労働需要が不十分であることなどがある。２００２年の青森県の新規求人の産業別構成は、卸

売・小売業、飲食店からの求人が３０.３％で最も高く、以下サービス業（３０.２％）、製造業（１４.９％）、

建設業（１１.９％）などの順になっている。このように、比較的安定的で、長期的な雇用が見込まれ

る製造業の比率が、全体の１４.９％で非常に低い水準にとどまっている。太田（２０００, ２００２）、黒澤・

玄田（２００１）が指摘しているように、良質の求人のウェイトが低いことは、若者に不満足就業を強

いることになり、彼らの離職率を高める。その結果、同一求職者が何度も求職票を出すこととなり、

求職者数を引き上げ、有効求人倍率を抑える原因となっていると思われる。

　次に、中高年層の求人は、若年のそれに比べると比較的安定した推移をみせている。また、変動

の殆どはパートタイマに対する求人である。常用雇用者に関しては、長期の景気低迷の影響が濃厚

で、継続的に減少している。他方、求職者数の推移では、９１年を谷として急上昇している。特に年

齢階級が上がれば上がるほどその傾向は強く、今まで労働力として現れなかった、中高年女性の市

場参加が大きな影響を与えているように思われる。中高年層では、求人の継続的な減少と求職者の

継続的な上昇がクロスしていて、労働需要の不足がこの年齢層の有効求人倍率を低迷させていると

言える５。

２－２　年齢階級別失業の構造分析

　前節で概観したように青森県の有効求人倍率は全国最低の水準にある。それに比べ、青森県の完

全失業率は他の都道府県と比較して飛びぬけて高いわけではない。しかし、青森県の失業構造は全

国のそれと比べ異なる特徴を持っている。ここでは、失業の重要な構造的特徴である失業率の年齢

階級別パターンを、完全失業率のベースと雇用失業率のベース（完全失業者／（完全失業者＋雇用

者））で概観する。図３は総務省統計局の『国勢調査』のデータに基づいて、２０００年度の完全失業率

と雇用失業率の年齢階級別パターンを描いたものである。この図から次のような特徴を見出すこと

ができる。

　第一に、完全失業率と雇用失業率、両方において、若年層で最も高く、年齢の増大と共に低下し、

５０歳を超えると再び上昇する「U字型」パターンを描いていることである。ただし、６５歳以上層の

例外的に低い失業率は、高齢者層の非労働力化傾向が影響しているためと思われる。しかし、青森

県の６５歳以上の雇用失業率は殆ど低下せず、高い水準を描いている。この点は全国のパターンと大

５ 安定的な労働需要が見込まれない理由のもう一つに、県外依存度が非常に高いことが挙げられる。２００２年

の求人数の県内・県外の比率を見てみると、県内が１７.４％であるのに対し、県外が８２.６％である。県外依存

度が高いと、マクロ需要の変動に敏感になり、需要の弾力性が大きくなることと考えられる。しかし、就職

者の比率を見てみると、県内が８５.６％で県外が１４.４％と、労働需要側と供給側の大きなミスマッチが生じて

いることが分かる。



きく異なっている。

　第二に、完全失業率に比べ雇用失業率が全ての年齢層で高いことが青森県の特長として挙げられ

る。その中でも特に１９歳未満の若年層と５５歳以上の高齢者層で全国水準との格差は大きい。この点

は水野（１９９２）で示しているように、青森県の雇用者比率の低さが雇用失業率を上昇させている原

因であると思われる。

　最後に、青森県の５５歳以上の高齢者層の完全失業率が全国水準を下回っている点である。これ

は、農業や卸売・小売業飲食店、サービス業などの比率が高く、家族従業員のような雇用形態が多

いことが原因であると思われる。

２－３　失業率の決定因数分析

　２－１節と２－２節では、有効求人倍率と年齢階級別完全失業率に関するデータを用いて、記述

統計を通して、青森県の雇用情勢の特徴を分析した。この節では、労働市場の不完全性を前提とす

る「サーチ・モデル」 ６ を青森県の労働市場に適用することによって、新たな青森県の特徴を抽出す

る。

　サーチ・モデルでは、労働市場を失業者（Unemployment）と欠員（Vacancy）が出会うことに

よって生産のパートナーが形成される場であると考える。労働市場で求人が発生すれば、失業者に

よって埋められる。従って、欠員が増えれば就職者が増加して、完全失業率は低下するはずである。

ところが、労働市場は不完全であり、増加した求人が瞬時に求職者によって埋められるとは限らな

い。たとえば、雇主が遠く離れた地域から労働者を雇おうとしても、労働市場における情報が不完

全であり、労働移動も不完全で費用がかかるとすれば、現に失業している労働者もどこで欠員が発
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図３　年齢階級別失業パターンの比較（２０００年）

資料：総務省統計局『国勢調査』

６ 代表的な文献としてPissarides（１９９２，２０００）を挙げておきたい。



 ����������������������������������������������������� 
� ��������������������������������������������������������������������������������������������������

9　

生しつつあるかを知ることができないし、就職を求めて移動することもないかもしれない。さら

に、求人側が求める技能と求職者が現に保有している技能に食い違いがある場合には、労働者は追

加的な訓練を受ける必要が生じる場合もある。より深刻なのは、労働者が自ら変更できない属性、

たとえば性や年齢について、求人側の要求と求職者側の実態が異なるケースである。これらの要因

によって生じる失業を「構造的・摩擦的」失業という。ここでは、失業を労働市場の不完全性に

よって発生する「構造的・摩擦的」失業と労働需要不足による失業に分けて分析する。

　失業率を、失業のプールの水位であるとすると、その高さを決定する因数は、失業プールに入る

流入（インフロー）と流出（アウトフロー）の大きさである７。ここで、議論の単純化のために、

その地域の総労働人口を１に正規化する。今期の失業率を 、前期の失業率を  とすると、前期

の雇用量は  
となる。前期雇用者が離職する確率を

 
とすると、前期から今期にかけての失業

プールへの新たな流入（インフロー）は 
 

となる。一方、失業プールからの流出（アウトフ

ロー）は、前期失業者が今期にかけて雇用される確率を
 
とすると、 

 
となる。ここで、前期か

ら今期にかけての失業率の増分は失業プールへのインフローとアウトフローの差に依存する。この

関係を式で示すと次のようになる。

 ������������������������������������������ （１）

つまり、失業ストックの増分は、失業プールへのインフローから、失業プールからのアウトフロー

を差し引いたものであることを表している。ここで、定常状態における均衡失業率を  とすると、

 が成立し、次の式が成り立つ。

 ������������������������������������������ （２）

ここで、失業者が新たに職を見つける確率 は、欠員率が高いときには、失業者が職を見つける確

率が高まることから、欠員率が上昇すれば   も上昇し、（２）式より失業率  が低下する。このよう

な、欠員率と失業率の逆相関関係が右下がりの UV 曲線である８。（２）式を対数線形近似すること

によって次の推定式が得られる。

 ������������������������������������������ （３） 

７ 本稿では、単純化のために失業状態と非労働力状態との間の労働力の流れは無視する。
８ UV曲線の実証分析に関してはJackman, Layard and Pissarides（１９８９）や太田（２００２，２００４）、大竹・太

田（２００２）などがある。



　
 
は年齢階級を表し、被説明変数 

 
 は雇用失業率の対数変換値、

  
と

 
は前期雇用者の離

職率と前期失業者が雇用される確率の対数変換値である。 は離職率が失業率水準に与える影響

を表し、モデルから失業プールへの流入の上昇は失業率水準を上げることが知られているので、正

の符号が期待される。また、 はUV曲線が右下がりであるために、負でなければならない。

　上記の推定式を以下のデータを用いて推定する。被説明変数の失業率は『労働経済白書』などに

ならって雇用失業率を用いる。青森県の年齢階級別の雇用失業率は１９８０年から２０００年までの５年毎

の『国勢調査』（総務省統計局）の資料に基づいて作成する。用いる年齢階級区分は１５～１９歳、２０～

２９歳、３０～４４歳、４５～５４歳、５５～６４歳、６５歳以上の計６区分である。他方、説明変数である年齢階

級別の離職率は『雇用動向調査』（厚生労働省）の都道府県別データを用いた。さらに、前期失業者

の雇用確率の代理変数としては、有効求人倍率を用いた。労働市場が完全であるならば雇用確率の

大小は労働市場の需要量と供給量の変化に依存する。有効求人倍率は、労働市場の需給の変化に敏

感な指標であり、雇用確率の代理変数として適していると言える。青森県の年齢階級別の有効求人

倍率は『職業安定業務統計』（青森労働局）のデータに基づいて作成した。ただし、資料の制約から

年平均ではなく各年１０月数値を用いている９。

　上記のデータに基づいて、OLS 方法で推定した結果が表１に示されてある。係数は期待された

符号をとっており、多くの場合は有意である。年齢計の係数を比較すると が より高い値を

とっており、離職率が失業水準に大きな影響を与えていることが分かる。また、若年層においては、

 のみが有意であり、離職率の変化が失業水準を決定することを示している。データの制約上、十

分な自由度が確保されなかったために、不安定な推定結果ではあるものの、若年層の失業行動を考

えると現実的であると言える。一方、中高年層においては、 が より大きい値をとっているも

のの、  も有意であり、若年層に比較して労働需要の変化が失業率の水準に大きな変化を与えてい

ることが分かる。

　この推定結果を使って、年齢階級別失業率を「労働需要不足による失業」と「構造的・摩擦的失

業」に分解する。ここでは、労働需要量と労働供給量が一致している水準、つまり有効求人倍率が

１のときの失業を「構造的・摩擦的」失業と考える。その理由はもしも労働市場が完全であるなら

ば、労働需給が一致しているとき、つまり有効求人倍率が１のときには失業が発生しないからであ

る。言換えると有効求人倍率が１のときの失業は、労働市場の不完全性によって発生したものであ

り、「構造的・摩擦的失業」とみなされるからである。表１には、「構造的・摩擦的」失業が全体の

雇用失業率に占める比率を示している。その結果から青森県の特徴がいくつか読み取れる。
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９ 『職業安定業務統計』を用いる際の留意点として、太田（２００２）では、①職安経由の入職率が低い点と②求人

の年齢階級間の割合の問題を指摘している。ただし、第一の理由に関しては、青森県は職安以外の職業紹介

メディアが少なく、他の都道府県に比べ、職安経由率が高いため、外部労働市場の指標として用いることに

は大きな問題はないことと考えられる。
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　第一に、若年層と中高年層の間に明確な違いがあることが見受けられる。２０００年の若年層の「構

造的・摩擦的」失業が全体の失業の７５.１％を占めているのに対し、中高年層の「構造的・摩擦的」

失業率は、３６.３％とかなり低い水準にとどまっている。このような傾向は、①若年層の離職率が非

常に高いことが「摩擦的」失業を増大させていることや、②青森県の産業構造が、若年者の希望す

る職種とミスマッチしていることによって「構造的」失業の増大を招いていることによるものと思

われる。このような結果は前節まで概観した記述統計の結果をサポートするものである。

　第二に、中高年層における失業の６割強が労働需要不足によるものであることが特徴として挙げ

られる。このような結果は、長期の不況を受けて企業の効率化の一環として人件費削減のために

行ったリストラ等の影響があったのではないかと推測される。その中には人件費の硬直化を避ける

ために、正社員の割合を低くし、業務委託や派遣社員、あるいはアウトソーシングなどに切り替え

られた形跡が濃厚である。

３. おわりに

　本稿では、青森県の雇用失業状況を有効求人倍率の決定因数分析や、年齢階級別完全失業率の構

造分析、そして失業率の決定因数分析の三つの観点から考察した。そのような分析から明らかに

なった青森県の特徴をまとめると次のようになる。

表１　年齢グループ別のUV曲線の推定結果

（注）定数項を除くすべての変数は対数値である。推定方法は OLS、（　）内はｔ値である。
用いた資料は『職業安定業務統計』（青森労働局）、『国勢調査』（総務省統計局）、『雇用
動向調査』（厚生労働省）。

「構造的・摩擦的」
失業比率（％）

年度
自由度修正済
決 定 係 数

有効求人倍率離　職　率定　数　項

６３.１
３０.９
５２.８
４９.０
５７.５

８０
８５
９０
９５
００

０.２３－０.１８
（－２.１２）

０.５４
（３.１４）

０.５７
（１.１６）

年 齢 計

９５.３
４５.４
８０.４
６３.４
７５.１

８０
８５
９０
９５
００

０.２３－０.１０
（－０.４２）

０.５８
（２.２０）

０.５９
（０.７７）

若 年 層
（１５～４４歳）

３０.８
１７.３
２７.７
３３.４
３６.３

８０
８５
９０
９５
００

０.３１－０.２７
（－２.６０）

０.４２
（１.９０）

０.６５
（１.０４）

中高年層
（４５歳以上）



　第一に、雇用の変動幅が非常に大きいことである。このようなことは青森県の産業構造や非正規

労働者の比重が高いこと、そして中小・零細企業の割合が高いことなどが影響していると思われ

る。また、第二の特徴としては、若年層と中高年層の特徴が明確に異なっていることである。前節

のサーチアプローチによる分析結果からすると、若年層では「構造的・摩擦的」失業の割合が非常

に高く、中高年層では労働需要不足による失業が大半を占めていることが明らかになった。さら

に、中高年層においては慢性的な労働需要不足が中高年層の雇用状況を悪化させていると思われ

る。最後に言及しておきたいのは、青森県ではバブル崩壊以降少しの変動はあるものの、「構造的・

摩擦的」失業が上昇傾向にあることである。８０年代の後半に一度は改善の傾向を示したものの、そ

れ以降は継続的に上昇しているといえよう。

　以上の結果を総合すると、若年層の雇用における問題は、求職側と求人側のミスマッチ、その多

くは職種や雇用形態のミスマッチによるものと言える。他方、中高年層における問題は、絶対的な

労働需要の不足が引き起こしていると考えるべきである。

　しかし、本稿の分析においてもいくつかの問題が残されている。第一に言及しなければならない

のは、都道府県別のデータの不足によるものである。都道府県別年齢階級別の完全失業率に関する

データは５年毎の『国勢調査』のみである。このことから十分な計量分析ができない。また、若年

層のミスマッチに関してはマイクロデータなどを用いた分析を行う必要があると思われる。以上の

問題は今後の研究課題としたい。
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